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当社では監査等委員である社外取締役４名が取締役会の一員として意思決定に参加しています。それぞれの専門性に基づいて監督と監査を行う社外取締役が、
自らの役割や取締役会での議論の状況、今後の企業成長に向けた思いなどについて意見を交わしました。

1:�取締役会における社外取締役の役割発揮

部谷：社外取締役の最も重要な役割は、経営の監督機能で

あると認識しています。社外の独立した立場からしっ

かりと観察し、必要に応じて意見を述べ、決議の責任

を持つのがわれわれの仕事です。ただ、私としてはモ

ニタリングよりも、議論に参加したいという思いが強

くあります。とはいえ、社外のわれわれと社内の方々

とはどうしても情報格差があり、ともすれば話がピン

ト外れになりかねません。しかし、当社の場合、監査等

委員会を通じて議題の事前説明や事案共有の時間

が確保されるなどの丁寧な運営のおかげで、取締役

会でいきなり話を聞くのではなく、実効性のある議論

ができています。

池内：私は、起業家であり、女性という立場から、多様性に関

する視点を求められていることを意識して、取締役会

に臨んでいます。当社の社外取締役になって4年目に

なりますが、議論にあたっては大変自由に意見を言え

る環境があり、事案に応じて監督であれ助言であれ、

積極的に発言を行って議論に貢献しようと努めてきま

した。当社グループの女性活躍推進についても、サス

テナビリティの観点から注目しており、役員の皆さん

から社内環境を変えていこうという強い意志を感じて

います。

髙田：社外のしがらみのない立場で企業価値を高める提言

をすることが、自分の役割と考えています。私は別の

会社の経営者でもあり、数社の社外取締役も経験し

ています。当社では法令遵守に関する意識が高いこ

とから、監督よりも助言を意識して発言しています。ま

た、当社の場合は、活発でフランクなコミュニケーショ

ンができる企業風土があります。立場は違いますが、

執行側の発言の意図もよく分かりますし、私たちの意

図も執行側に正しく伝わっている。その点は非常にや

りやすいですね。

五島：私は2024年6月に就任したばかりで、上場企業の社

外取締役は初めての経験でした。最初は、遠慮し過ぎ

てもいけないと思って発言していたものの、「少し言

い過ぎかな」という不安もありました。しかし道永会

長・加藤社長から「ぜひ率直な意見を言ってほしい」と

いう声をいただき、意を強くしました。私自身の社長

経験からも、社外からの厳しい意見が自社のためにな

ることはよく心得ています。組織の基盤であるガバナ
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ンスやコンプライアンスの視点から、議論の中で疑問

に思ったことなどは、率直に伝えるように心がけてい

ます。

2:�ひびきLNG基地の能力増強の投資決定/新グループ
中期経営計画「ACT2027」（以下、「ACT2027」）の
策定をめぐる議論の状況

部谷：2024年度は、ひびきLNG基地の能力増強の決定や、

「ACT2027」の策定など、当社グループの今後の方

向性を大きく左右する重要な1年でした。新たな3号

LNGタンクの増設は、巨額の投資である点に加え、外

部環境の不確実性も高まる中での難しい判断が求め

られました。しかしながら、当社が2050年のカーボン

ニュートラルを見据えてガスエネルギー事業を展開し

ていくとなると、どうしても投資する必要があると認

識しています。私は以前にひびきLNG基地に同行した

経験があり、主管部署の経営企画部及び基地エンジ

ニアリング部との意見交換会を行うなど、慎重に検討

を重ねた末に後押しすることを決め、結果として社外

取締役4名の総意となりました。私としては納得感の

ある決定がなされたと思っています。社会的な意義の

大きい、ポテンシャルの高い施設ですから、今後は投

資効果を十分発揮できるよう価値の最大化を目指し

てもらいたいですね。

池内：ひびきLNG基地の能力増強に関して、約2年にわたり

主管部署との意見交換会などで慎重な討論を行いま

した。天然ガスにはカーボンニュートラルの潮流加速

という追い風がある一方で、これからの人口減少を

考えると将来的にそこまでの需要が本当にあるのか

という点について、質問したことをよく覚えています。

議論の後半には、より具体的な需要想定や資金調達

に関連するさまざまな質問も投げかけました。それに

対して社内からは、慎重かつ入念なリスクの検討が行

われており、それらを根拠としたしっかりとした回答が

返ってきました。確かに大きな事業ではあるものの、

取締役会だけでなく、執行側でもきわめて慎重に検

討を進めていると感じました。

五島：加 藤 社 長 が 就 任 する際 に「 ガ スエ ネル ギ ー 事 業

へ の 回 帰 」という方 針 が 明 確 に 示 され 、そして、

「ACT2027」にも、それを裏付けるような戦略が打

ち出されました。そうした流れの中にひびきLNG基

地の能力増強を位置づけたときに、私としてはとても

納得がいきました。地域のインフラ企業としてエネル

ギーの安定供給をしながら、自分たちのビジネスも成

長させていこうという道筋が、今回の「ACT2027」の

中にしっかり見て取れたのです。もちろん、社内では投

資効果についてかなり議論されており、財務的にシビ

アな判断を要する大型投資であることも十分に認識

していました。しかしながら、ビジネスはそうした要素

だけで判断されるべきではありません。地域の産業や

人々の暮らしを支えるというCSV的な意義を併せて

考えたとき、私はひびきLNG基地の能力増強は必要

な投資であると、最終的には賛成しました。

髙田：私が当社の社外取締役に就任したのは2024年6月

で、すでにひびきLNG基地の能力増強の検討はかな

り進んだ段階でした。私は、今後のガスエネルギー事

業の成長戦略からすれば、この500億円の投資は躊

躇する必要などない、絶対に進めるべきと捉えていま

したが、当時の印象としては、むしろ社内の方が慎重
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でした。これは、エネルギーを安定供給するインフラ企

業としての当社の体質が理由にあるかもしれません。

毎年の売上の変動を気にするコンシューマー企業とは

異なり、常に長期的な視野で設備計画などをしていか

なければならないという意識が、今回の議論における

慎重さにも表れていたと言えるのではないでしょうか。

部谷：2050年のカーボンニュートラルを見据えて、地域の

エネルギー供給という観点から、ひびきLNG基地の

能力増強に対する大規模かつ長期的な投資判断が行

われましたが、エネルギー事業を今後も着実に展開し

ていくためには、財務基盤の安定性をこれまで以上

に意識していかなければならないと考えています。今

回の「ACT2027」では、新たにROIC（投下資本利益

率）の数値目標を掲げ、ROICツリーマネジメントの導

入も謳われていますが、投資効率を追求していく一方

で、いかに財務基盤を安定した状態にしていくかが、

非常に重要になってきます。その意味で、事業のモニ

タリングを定量的にしっかりと進めていくことも必要

となるでしょう。

池内：「ACT2027」には、「ガスエネルギー事業への回帰」と

いう大きな方向性が示されました。ひびきLNG基地

の能力増強はその象徴とも言えます。取締役会で当

社グループのこれからの事業構成比について確認し

たのですが、従来は、ガスエネルギー事業で半分程度

となるよう、ガスエネルギー事業以外を大きく成長さ

せていくという計画だったのに対して、今後はガスエ

ネルギー事業の一層の強化と同時に多角化も積極的

に進めていくということが「ACT2027」の基本方針

に掲げられました。

五島：「ACT2027」について主管部署の経営戦略部との意

見交換をする中で、グループの事業は計画のストー

リー性がもっとよく分かるように整理して示すと伝わ

りやすいのでは、ということを申し上げました。ガス事

業に加えて電力事業も始め、都市開発事業や飲食事

業も手がけている。計画には素晴らしいことが書い

てあるが、ホールディングカンパニーとして、例えばガ

スエネルギー事業の強みを生かして他の事業をどう

成長させるか、事業と事業のシナジーをどう生み出し

て、地域にどのような価値を提供できるか、といったス

トーリーが見えれば、一層説得力が増すと考えていま

した。公表された「ACT2027」は、そうしたことを意

識しながら組み立ててもらえたのではないかと思っ

ています。

池内：企業規模が大きくなるにつれ、トップの思いを全社員

に伝えるのは決して簡単なことではありません。当社

は前グループ中期経営計画「Next2024」も成果を挙

げていますし、「ACT2027」も加藤社長の思いが込め

られた成長戦略ですが、これをグループ全体にどう浸

透させるか？私自身も会社を経営していて、最も重要

だと思うのは理念やパーパスを現場の隅々まで浸透

させることだと感じています。加藤社長がグループ会

社の経営層や従業員と積極的にコミュニケーション

の場を設けようとしている姿勢と取り組みは、そうし

た浸透を図る実践として効果的だと思います。

髙田：当社グループは連結子会社46社で構成されており、

それらすべてにガバナンスを効かせていけるかが、大

きな課題と言えます。グループの中には、2021年に

分社化した会社と、不動産業や飲食業などガスエネル

ギー事業とは異なる会社も含まれます。特に後者につ

いては、それぞれの自主的・自律的な発展とグループ

としての連携・統制のバランスを取りながら両立さ

せるのは、かなり難しいことです。ガバナンスを効か

せすぎると、各社の自主性が削がれて業績にも影響

しかねません。当社が各グループ会社のマネジメン

ト層との間で、うまく意思疎通を図っていくことが肝

要でしょう。
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社外取締役（監査等委員）　座談会

3：中長期的な企業成長に向けた挑戦と変革、
　 多様性と切磋琢磨

部谷：当社の事業環境を中長期的な観点で見ると、大きな

背景としては人口減少の問題があります。また、都市

ガス事業や電力小売・再エネ事業における競合との

競争激化など、今後厳しさを増す環境に置かれている

のは事実です。また、不動産事業を伸ばすには大きな

投資も必要です。そうしたさまざまな状況の中で、加

藤社長はやはり危機感を抱いているのではないでしょ

うか。それを克服するために、「挑戦」と「変革」というこ

とを盛んに発信しているのだと思います。そこでは、

組織風土はもちろんですが、「挑戦人財」や「変革人

財」を増やしていくことが課題になります。

池内：そうした加藤社長の思いは、「ACT2027」にも込めら

れているように感じられます。重点取り組みの「人的

資本経営の強化」の中で、従業員エンゲージメントを

向上し、企業価値を最大化するための取り組みのひと

つとして挙げられているのが、「挑戦を通じた成長支

援」。具体的には、社内大学（ソウゾウ大学  P.53）

を継続実施することで、職場に「挑戦」「変革」をもたら

す人財をグループ横断的に輩出する、とされていま

す。さらに先般スタートした西部ガスグループ新規事

業提案制度なども、挑戦と変革のための人財と風土

づくりの一環と認識しています。

髙田：挑戦や変革の組織風土を醸成するためには、人財の

多様性も重要です。ひとつには女性の登用です。女性

を幹部として意図的に登用するというのも、トップの

仕事ではないでしょうか。もうひとつは、私の経験で

すが、キャリア採用で異業種から人が来る、あるいは

年配社員が多いところに入社間もない社員が来ると

いったことだけで、職場の雰囲気やモチベーションが

変わるのです。そうした世代やバックグラウンドの違う

「個」を集めることで、組織の風土を意図的に変えて

いく取り組みも必要ではないかと考えています。

池内：確かに、まだまだ女性管理職の絶対数が少ないです

ね。2030年の目標を15％としていますが、現状では

3.8％（2024年度は4.8％）にすぎません。ただし、本

当に大切なのは「女性を増やすこと」ではなく、「ジェン

ダーが公平であること」です。誰もが公平な価値観で

物事を考えられるようになり、その中で女性も男性も

公平に昇進していける、意思と能力のある人財が公平

に活躍できる――そんな環境があれば、多様性と挑

戦・変革の好循環が生まれるのではないでしょうか。

五島：つまり、DE&Iのうちの「エクイティ（公平性）」の重要

性ですね。そのことも含め、ビジネスの持続性や中

長期的な成長に向けては、社会的な価値と経済的

な価値をしっかりと両立させることが、どの企業にも

共通する普遍的な課題だと思っています。当社では、

「ACT2027」にも長期戦略にもそのことがきちんと

盛り込まれていますから、あとはそれを本当に実現す

ること。実行力が問われるということです。また、われ

われも当社の社外取締役であると同時に同じ地域の

企業の経営者として、同じ課題を共有しています。そ

の中で、言うべきことは言いながら切磋琢磨し、企業

価値の向上と地域社会の持続的発展に貢献していき

たいですね。

部谷：「挑戦」と「変革」ができる組織づくり、そしてその先の

持続的な企業成長に向けては、当社の特長であるコ

ミュニケーションを重視する風土を活かし、本気で多

様な意見を闘わせながら、お互いを高めていける関

係性を築くことが不可欠です。そのためにも、われわ

れ社外取締役は、まずこちらから踏み込んで意見を

言っていかなければなりません。そして、それに対して

執行側が、われわれを“お客さま”と思うことなく、本音

でぶつかってくるような関係になれるといいですね。

これからも社外取締役としての務め、取締役会として

の務めを果たすべく、真摯に取り組んでいきたいと考

えています。
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委員長議長

社内2名社内8名 社内2名社外4名社外4名 社外4名

　西部ガスグループは、公正かつ誠実な事業活動を通じて企業としての社会的責任を果たすと
ともに、急速に変化していく事業環境に的確に対応し、株主さま、お客さま、地域社会等ステーク
ホルダーの皆さまの信頼に十分にお応えできるよう、ガバナンス体制の強化に努めています。

　また、当社は、重要な業務執行の決定権限の一部を取締役に委任することにより業務執行の
機動性を向上させるとともに、監査等委員である取締役が議決権を有することで、取締役会にお
ける監督機能及び監査の実効性を高めるため、監査等委員会設置会社を採用しています。

 方針・体制

ガバナンスの変遷

取締役会の構成 委員会の構成

コーポレート・ガバナンス体制図　
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機関設計 監査等委員会設置会社へ移行

指名・報酬等に関する諮問委員会

14人
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7.1%/1人 8.3%/1人

33.3%/4人

12人

後継者育成計画・スキルマトリックス策定

業績連動型株式報酬（業績連動報酬等・非金銭報酬等）を導入

全取締役を対象にアンケート調査を実施

委員会

ガバナンス強化の取り組み

取締役

独立社外取締役（比率/人数）

女性取締役（比率/人数）

役員報酬

取締役会の実効性評価
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【意思決定】

【執行】

【監査・監督】

【統制】

【業務執行】

【会計監査】

会計監査人

監査

監査 監査

連携

連携

連携

指示

指示

指示報告指示

報告指示

報告指示

監査

監査

取締役会

取締役
（監査等委員を除く）

社長執行役員

グループガバナンス委員会

各部門

グループガバナンス部
事務局

監 査 部

執行役員

監査等委員である取締役

諮問 監査
監督指名・報酬等に

関する諮問委員会
（社外が過半数）

答申

西部ガスホールディングス

選任・解任 選任・解任報告

連携

監査等委員会
（社外が過半数）

経営会議

指名・報酬等に関する諮問委員会 監査等委員会

社外比率
1/3

（33.3％）

社外比率
2/3

（66.7％）

社外比率
2/3

（66.7％）
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　取締役会は、業務執行の意思決定と取締役の職務執行の監督を行うため、適切な運営に努め
ています。経営に係る重要な事項に関しては、事前に社長を議長とする経営会議で審議の上、取
締役会で決議し、執行しています。取締役は取締役会規程に従い、業務の執行状況について取締
役会に報告しています。また、取締役会の経営意思決定機能と監督機能を強化するため、社外取
締役4名を選任しています。

　取締役会では、各取締役によるアンケート形式の自己評価を踏まえて、取締役会全体の実効
性について、分析・評価しています。また、分析・評価結果から抽出された課題等を踏まえて、今
後の取り組みの方向性を確認しています。
　この取り組みを充実させ、取締役会の更なる実効性評価向上に努めていきます。

2024年度の主な課題 今後の取り組みの方向性
取締役会構成員の多様性 積極的に多様な人材の登用を推進

取締役会における審議の深まり 内容把握、理解を深める為、資料配布時期
の早期化や各種委員会との連携の検討

（1）取締役会の構成について
　  人数、多様性、社外取締役の人数、兼任状況等

（2）取締役会の運営について
　  開催頻度、内容、事前説明、審議の深まり度合い等

（3）取締役会の議題について	
　  議案の範囲・分量、審議時間、企業戦略の審議、コンプライアンス、リスク管理体制等

（4）取締役会を支える体制について
　  情報提供の機会、必要な知識習得等

（1）2024年度の評価結果
　  �取締役会全体としての実効性は、十分な水準にあることを確認していますが、今後も取締

役の多様性を推進しつつ、審議の充実と効率化の両立を図り、取締役会の一層の実効性向
上に取り組んでいきます。

（2）2024年度の主な課題と今後の取り組みの方向性

（３）意見の一部
　  �●  �多様性の視点では、女性取締役の構成比率が低い。
　  �●  �役員研修や社外取締役との意見交換、現地視察は充実している。
　  �●  �中期経営計画策定に向けた忌憚のない意見交換ができた。今後の進捗状況についても

意見交換を希望する。

　監査等委員会は、策定した監査計画に基づき実施する調査や取締役会等の重要な会議への出
席等を通じて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行、当社グループの業務及び
財産・会計の状況を監査しています。なお、監査等委員会の主な職務としては、監査報告書の作
成、会計監査人の選解任及び報酬同意、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選解任及
び報酬等に関する意見の決定、株主総会議案内容の監査等です。また、監査等委員会を支える人
材・体制の確保として、監査等委員会事務局を設置し、専任スタッフが監査等委員による指揮命
令のもと職務補助を行っています。

 当年度の取締役会の活動状況  取締役会 実効性の評価

 監査等委員会の活動状況

取締役会での具体的な検討内容
・重要な業務執行計画や組織再編
・多額の資産の取得・処分等
・当社及び子会社のリスク管理に関する事項
・財務報告に係る内部統制に関する事項
・カーボンニュートラルへの取り組みを含むサステナビリティ課題への取り組み状況等

（取締役会における審議の活性化への取り組み 【コーポレートガバナンス・コード 原則4-12】）
取締役会は、会議運営に関して下記の通り取扱い、取締役会審議の活性化を図っています。
（ⅰ） 取締役会の資料は、取締役の求めに応じて、適宜開催日に先立って配布しています。
（ⅱ） 取締役会資料以外の情報についても、取締役の求めに応じて適宜提供しています。
（ⅲ） 取締役会開催スケジュールは事業年度開始前に決定、通知し、予想される審議事項については

取締役の求めに応じて通知しています。
（ⅳ） 審議項目数や開催頻度を適切に設定しています。
（ⅴ） 審議時間を十分に確保しています。

評価対象：取締役全員

アンケート項目

取締役会の実効性向上に向けた取り組み

評価方式：アンケート調査方式 評価時期：2025年5月

価値創造領域７　信頼され続ける組織 　取締役会の活動状況／実効性の評価
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　当社は、代表取締役会長（委員長）、代表取締役社長、独立社外取締役4名の計6名からなる指
名・報酬等に関する諮問委員会を設置しています。同諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、
役員の指名・報酬等の特に重要な事項について、社外取締役の助言を求めることを目的として設
置しています。また、同諮問委員会は、取締役の選解任に関する事項、代表取締役・役付き取締役
の選定及び解職に関する事項、取締役の報酬等に関する事項、後継者をはじめとする役員の育
成等に関する事項について審議しています。
　なお、同諮問委員会の構成員6名のうち、4名（過半数）を独立社外取締役としており、同諮問委
員会の独立性・客観性を高めています。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、同じ。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を
図るインセンティブとして機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬
決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としています。報酬体系は、
固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）及び業績連動型株式報酬（業績連動報酬等・非金銭報酬
等）により構成されており、その内、業績連動型株式報酬の構成割合が、業績目標が達成された際
に付与されるポイントを金銭に換算した場合、おおむね1割に相当するように設定をしています。

　取締役の報酬は、客観性及び透明性を確保する観点から、社外取締役が過半数を占める指名・
報酬等に関する諮問委員会での審議を踏まえ、株主総会において承認された限度額の枠内で決定
しています。

　監査等委員である取締役の報酬は、株主総会において決議している限度額の枠内で、その職務
の性質を踏まえ固定報酬のみで構成され、監査等委員である取締役の協議により決定しています。

指名、選任方針
　取締役会は、取締役候補の指名に当たっては、経営理念・ビジョン・経営戦略等に照らして必要
なスキル、当社に関係する事業分野のバランスや部門長としての経験年数、実績、更には今後の
当社の事業展開等を総合的に勘案し、中長期的に必要とされるスキルを兼ね備えた人財を候補
者とした上で、客観性及び透明性を確保する観点から、独立社外取締役が過半数を占める指名・
報酬等に関する諮問委員会の審議内容や監査等委員会の意見を踏まえて、最終的に取締役会に
おいて審議・決定しています。
　また、社外取締役候補の指名を行うに当たっては、企業経営等の豊富な経験、幅広い見識等を
持つ人財を候補者とし、同様に決定しています。

役員の多様性
　ジェンダーなどの多様性を重視し、女性も含め、社内外を問わず役員等に相応しい人財を登用
し多様性を推進しています。現在、当社取締役12名のうち、1名が女性であり、政府や東京証券
取引所等が重点方針として進める、2025年を目途として取締役会に占める女性役員数を1名
以上とする目標については達成しています。今後、2030年までに取締役会に占める女性割合を
30％以上とする政府等の方針に向けて、検討を進めています。

最高経営責任者（CEO）等の後継者育成計画
　取締役会は、当社の目指すところ（経営理念）や具体的な経営戦略を踏まえ、独立社外取締役
が過半数を占める指名・報酬等に関する諮問委員会の審議を経た上で、最高経営責任者（CEO）
等の後継者育成計画の運用について監督しています。

 指名・報酬等に関する諮問委員会  報酬制度の考え方と概要

 報酬構成

 役員の指名、選任方針
取締役

監査等委員である取締役

９０％程度
基本報酬（金銭報酬）

１０％程度

100%0%

業績連動報酬（非金銭報酬等）＋
固定報酬 インセンティブ報酬

１００％
基本報酬（金銭報酬）

100%0%

固定報酬

価値創造領域７　信頼され続ける組織 　役員の指名・選任／役員報酬
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　西部ガスグループは、多様なステークホルダーからの信頼向上に向け、経営の透明性・公平性
を担保するためにお客さま・社会の安全と、公正な事業活動を担保するガバナンス体制を基盤と
したグループ経営を通じて、企業の社会的責務を果たし、持続的な成長と企業価値の向上を目指
します。

　当社グループでは、グループ統一の投資評価基準を設定しており、特に重要な案件については
「投資評価委員会」において、採算性やリスクを評価して投資の可否を決定しています。また、投

資後は定期的なモニタリングを実施し、当初計画との乖離があれば速やかに改善を行う体制を
構築しています。その他、グループ会社における重要な経営事項の決定に際しては、当社でその
内容を事前に精査、承認する仕組みにより、グループ全体の統制を図っています。

　西部ガスグループ中期経営計画「ACT2027」において、当社は資本コストを上回るリターンを
継続的に生み出し、企業価値を向上する全社的な取り組みとして、事業管理単位・責任体制の再
構築と、ROICを活用したポートフォリオマネジメントにより資本コストを意識した戦略的な経営
資源配分を実施し、グループ経営を強化していくことを掲げています。
　当社は、上場子会社として(株)エス トラストを有しています。西部ガスグループ中期経営計画

「ACT2027」では、ガスと電力を中心とするエネルギー事業の成長を加速するとともに、不動産
事業の安定的な収益確保に取り組むことを基本方針に掲げています。この中で同社は、不動産
事業において中核を担う重要な子会社です。当社は同社と連携を深めることで、双方の更なる成
長戦略の推進及び企業価値の向上を目指す方針であり、これまで培われてきた同社の経営の独
自性を確保し尊重するという観点から、同社の上場を維持することが望ましいと考えています。
　また、当社は上場関連会社として(株)マルタイとグリーンランドリゾート(株)を有しています。
両社とも事業利益を獲得し、食関連その他事業とのシナジーも一定程度見込めることから、当社
グループの企業価値を高めるものと判断しています。当社は、両社の独立性を考慮し、決算や適
時開示等、必要となる場合にのみ連携を行うようにしています。また、当社は両社に役員を派遣し
ていますが、原則として両社の経営判断を尊重することとしており、少数株主の利益が損なわれ
ることのないよう努めています。

グループガバナンス部
●内部統制システムの整備・運用の統括管理を
担っています。

●リスク総括管理部門として、重要リスク主管部門
及び子会社とともに、グループの業務遂行に伴
うリスクを適正に管理しています。

●当社グループのコンプライアンス体制・通報相
談窓口の整備・運用の統括管理を担い、コンプ
ライアンス体制が適正に整備・運用されるよう
子会社への助言や支援を実施しています。

経営戦略部
●子会社の統轄管理部門として、子会社の経営状
態の把握及び重要度に応じた助言等を行ってい
ます。

●子会社の置かれた事業環境と課題整理、収支状
況やアクションプラン等の事業状況の共有のた
め、子会社の経営者と当社の経営層が直接対面
する経営ディスカッションを実施しています。

監査等委員会
●取締役会や経営会議その他重要な各種委員会
等の出席を通じて、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）の職務執行、当社グループの業務
及び財産・会計の状況の監査を実施しています。

監査部
●業務活動が適正かつ効率的に行われ、内部統制
が達成されているかについて、監査を実施してい
ます。

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社及び
子会社の業務の適正を確保するために「内部統制に係る体制整備の基本方針」を定めています。
　本方針に基づき、リスク管理の強化、コンプライアンスの徹底に努めており、また、関係会社事前
承認等規程を定め、子会社の経営状態の定期的な把握や経営に係る重要事項についての事前協
議を行うとともに、重要度に応じた助言を実施しています。 
　内部統制システムの運用状況については、四半期毎に取締役会に報告を行い、年度毎の運用状
況の概要については、「事業報告」に開示しており、当社ホームページにてご確認いただけます。

 グループガバナンスの基本的な考え方  グループガバナンス強化の取り組み

 上場子会社および上場関連会社についての考え方

 内部統制システム

内部統制システムにおける主な部門の役割

西部ガスホールディングス取締役会・経営会議

取締役会・経営会議

事業会社

投資部門

投資評価委員会

③：結果を踏まえて付議

②：上程

①：投資計画
提出

価値創造領域７　信頼され続ける組織 　グループガバナンス
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コンプライアンスPDCAサイクル図

西部ガスグループ企業行動指針
　当社グループは、経営の基本理念「地域貢献」・「責任」・「和」に基づいて 「西部ガスグループ企
業行動指針」を定めています。また、指針に沿って取るべき行動を「西部ガスグループ企業行動マ
ニュアル」に定め、配布しています。当社グループのすべての役員及び従業員は、本方針・マニュア
ルを理解し、これを遵守します。

西部ガスグループコンプライアンス基本方針
コンプライアンス意識の醸成・高揚
　日々の業務においてコンプライアンスを重視した判断・行動を主体的に行い、不
正・不祥事、汚職・腐敗を許さない健全な職場、企業風土を確立します。

主体的な取り組みの実践
　「グループガバナンス委員会」で策定される活動方針のもと、それぞれの事業内
容・特性に応じて、主体的かつ具体的な行動計画を立案し、実践します。

コンプライアンスPDCAサイクルの推進
　有効かつ効率的なコンプライアンス活動に向けて、「コンプライアンスPDCAサイ
クル」を確実に実施し、適宜内容の見直しを行います。

　当社は、代表取締役社長を委員長とするグループガバナンス委員会（以下委員会）を設置し、コ
ンプライアンス推進に関する事項や腐敗防止に関する取り組みの報告や審議を行っています。
　委員会で決定した年度方針に基づき、各職場で任命したコンプライアンス部門責任者が様々
な研修・教育等、コンプライアンス推進に関する取り組みを実施しています。また、グループ会社
においても、コンプライアンスを総括するガバナンス責任者（グループ各社の主に取締役を兼務
する総務部長）が中心となって、同方針に従って、各社の問題点に即したコンプライアンス推進活
動を実施しています。

 考え方・基本方針  コンプライアンス推進体制

PLAN ● 基本方針策定
● 具体的行動計画立案

CHECK
● コンプライアンス監査
● 意識調査
　（コンプライアンスアンケート）
● コンプライアンス窓口の運営

DO ● 業務を通した実践
● 教育・啓発活動ACTION

● 監査結果を踏まえた計画の見直し
● 是正指示
● 委員会への報告

指示 報告

連携・教育連携・教育

グループガバナンス委員会（原則年2回）

西部ガスホールディングス事務局

グループガバナンス責任者会議（原則年２回）

委員長：西部ガスホールディングス社長
構成員：西部ガスホールディングス社内取締役

（グループガバナンス部 内部統制・コンプライアンスグループ）

左記以外のグループ会社
・
・
・

コンプライアンス担当者

従業員従業員

西部ガスホールディングス

西部ガス

西部ガス熊本

西部ガス佐世保

西部ガス長崎

コンプライアンス部門
責任者・担当者

指示 報告

指示 報告

ガバナンス責任者
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　当社グループは、職場での不正やハラスメント、あらゆる企業倫理上の問題の相談先として面
談・電話・メール等で相談できる「コンプライアンス相談窓口」を社内と社外（弁護士事務所）に設
置しており、匿名性を担保できる仕組みとしています。
　受付けた通報は、内部通報規程に基づき、速やかに事実関係の調査等を行い、その結果に応じ
て必要な是正措置・再発防止策をとっています。

　近年の窓口利用件数は、年々減少傾向にありますが、これは、グループ全体で風通しの良い職
場風土の醸成が進み、ハラスメント等の問題が発生しにくくなったためと考えられます。

コンプライアンス教育・意識啓発
　当社グループは、経営者層・管理職層・新入社員等への階層別研修や各社・各組織のコンプラ
イアンス活動のキーマンであるガバナンス責任者に対する研修を毎年実施することにより、コン
プライアンス意識の啓発やコンプライアンススキルの向上を図っています。グループ全従業員
に対して、ハラスメント防止を題材としたeラーニング等を実施し、例年高い受講率を維持してい
ます。
　また、コンプライアンスに関する動向や当社グループ及び他社の不祥事の事例等を掲載した

「コンプライアンス新聞」の定期的な発行、イントラネットの活用により社員の意識啓発活動を
推進しています。

コンプライアンス意識調査の実施
　コンプライアンス理解・意識を確認するために、年1回グループ全従業者に対して「コンプライ
アンス意識調査」を実施しています。2024年度の調査結果は、グループ平均点4.15点（5点満
点）、調査会社から「良好水準」と評価されています。この調査結果はグループ各社や当社各部門に
フィードバックし、グループコンプライアンスの現状把握と今後の施策づくりに活用しています。

インサイダー取引防止への取り組み
　連結子会社の全従業者を対象としたインサイダー取引防止体制を確立するとともに、全従業
者に対して年1回以上のインサイダー取引防止教育を受講することを義務付けています。
　2024年度は、経営者や連結子会社の情報管理責任者を対象とした研修や、全従業者を対象
にeラーニングによる動画視聴及び理解度確認テスト等を行い、金融商品取引法に関する理解
を深めるとともに、社内ルールの遵守の徹底を図りました。
　今後も、情報の管理・開示方法の明確化を図り、証券市場における当社グループの社会的信用
の維持・向上を目指していきます。

 内部通報への対応 コンプライアンス推進の取り組み

西部ガスグループのコンプライアンス相談窓口の対応体制図

全従業員研修受講状況（西部ガスグループ）

利用者

内部相談窓口 グループ
ガバナンス
委員会

是正措置の決定

外部相談窓口

グループガバナンス部

西部ガスグループ
従業者・退職者・
取引先 など

通報内容の受付・検討・調査など是正
案の検討是正措置の運用チェック

弁護士事務所
相談・通報内容の受付

通報
相談

通報
相談

運用報告

調査報告

是正措置指示

報告

報告
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（人） （%）97.7 97.7

5,019 4,906 4,991 4,9494,928 4,816

受講者数 受講率（％）

コンプライアンス相談窓口利用件数（西部ガスグループ）
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　西部ガスグループを取り巻く環境は、社会・経済の環境変化、気候変動や自然災害の甚大化に
伴う企業の社会的責任の拡大等の変化が激しさを増しています。
　そのような環境下において、当社グループは「西部ガスグループビジョン2030」で掲げた「ありた
い姿」の実現を目指す為に、「内部統制に係る体制整備の基本方針」に基づき、 当社グループのリス
ク管理に関する基本的事項を定めた「リスク管理規程」を定め、グループ経営の基礎となる適切なリ
スク管理を通じて、当社グループの企業価値を高めることを目指しています。
　また、災害その他非常の場合の措置については、保安規程、防災に関する計画等に従い所定の
体制を整備するとともに教育及び訓練を実施し、迅速かつ適切な対応を図っています。

　当社グループにおけるリスク管理に関する重要事項
の審議・決定・指示は、「グループガバナンス委員会」に
おいて行い、決定した内容は「取締役会」にて報告して
います。
　「グループガバナンス委員会」の指示を受け、「リスク
管理事務局」は、グループ全体のリスク管理の事務局
業務を担い、定期的に重要リスク主管部門・グループ
会社と連携し、重要リスク（グループ経営に重大な影響
を及ぼすリスク）の選定、対応策の有効性確認、グルー
プガバナンス委員会への報告等を行い、当社グループ
のリスク管理を総括しています。
　重要リスク主管部門は、担当する重要リスクの基本
対応策立案やグループ会社へ各社対応策策定の指示
を行い、リスク対応の中心的役割を担います。
　グループ会社は、重要リスク主管部門の指示に従
い、各社対応策の実施や進捗の報告を行います。
　当体制の下、PDCA（計画・実施・点検・改善）サイクルを回
しつつ、グループ全体で同一のリスクに同一の水準で対応
策の実施を行うことを目指し、リスク低減に努めています。

詳細はサステナビリティWebサイト「リスクマネジメント」を参照ください。
https://hd.saibugas.co.jp/sustainability/governance/risk_management/

影響度が高いリスクと主な対応策
大規模な災害、テロ、感染症等の発生
・大規模災害に備えた設備の一元的な管理及

び計画的な改善による耐震性の向上
・大規模災害や事故発生時の事業継続計画
（BCP）の策定や見直し等の取り組み

・感染症対策に関する業務計画の策定

基幹ITシステムの停止、誤作動、情報漏洩
・個人情報保護規程、情報セキュリティガイド等

を制定し、全従業員に対して情報セキュリティ
教育を実施

・サイバー攻撃に対する各種セキュリティ対策
を実施

・事案発生時の対応訓練等の継続的な実施

原燃料調達に関するトラブル
・国内外を含めた緊急融通調達の体制構築
・迅速なスポット調達の体制構築
・LNG調達先の多様化の推進

　当社グループ経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは主に以下のよう
なものがあります。

・対応策の実施
・重要リスク主管部門による期中モニタリングの実施

・発生可能性や影響度の観点か
ら重要リスクの選定

・グループ共通の重要リスクに
対する対応策の指示

（1）当社グループの事業全体に係るリスク
①社会情勢や景気の変動等の社会環境の変化
②事業戦略達成の遅れ
③企業の社会的責任の変化や、法令・制度等の変更リスク
④大規模な災害、テロ、感染症等の発生
⑤金利上昇リスク
⑥投資未回収もしくは損失の計上
⑦基幹ITシステムの停止、誤作動、情報漏洩
⑧コンプライアンスリスク

（2）主要事業に係るリスク 
（a）エネルギー事業

⑨気候や経済環境の変動によるエネルギー需要への影響
⑩競争激化
⑪原料価格高騰リスク
⑫原燃料調達に関するトラブル
⑬ガスの製造及び供給に関するトラブル
⑭海外事業展開
⑮電力調達価格変動リスク

（b）不動産事業
⑯事業環境の変化等による採算の悪化
⑰海外事業展開
⑱住宅の品質管理及び保証

 リスク管理の基本的な考え方

 重要リスク管理体制

 リスク管理の流れ

 事業等のリスク

【期中】対応策の実施・
　　　進捗状況の確認

【計画】リスクの選定・対応策
の策定

・次年度に向けた改善策の検討
・重要リスクの再検討・選定

・対応策の振り返り
・重要リスク主管部門による期

末モニタリングの実施

【改善】対応策の改善検討

【期末】対応策の期末評価
影
響
度

発生可能性

リスク評価

重要度　高

取締役会

重要リスク主管部門

グループ会社

グループガバナンス委員会
（委員長：西部ガスホールディングス社長、

構成員：西部ガスホールディングス業務執行取締役）

リスク管理事務局
（グループガバナンス部）

報告

報告

報告

報告

指示

指示

監督

指示・モニタリング
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エネルギー
事業 ● ● ● ● ● ●

エネルギー
以外の事業 ● ● ● ●

サステナビリ
ティ ● ● ● ●

企業経営 ● ● ● ● ●
法務・リスク
マネジメント ● ● ●

財務・会計 ● ● ●

人事 ●

当
社
が
各
取
締
役
に
期
待
す
る
分
野
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生年月日
　1957年11月1日生
所有する当社の株式数
　17,336株
在任年数
　9年
取締役会への出席状況
　12/12回（100％）

生年月日
　1963年5月24日生
所有する当社の株式数
　3,163株

生年月日
　1963年12月3日生
所有する当社の株式数
　2,729株
取締役会への出席状況
　12/12回（100%)

生年月日
　1965年2月24日生
所有する当社の株式数
　3,063株
在任年数
　1年
取締役会への出席状況
　10/10回（100%）

生年月日
　1964年12月21日生
所有する当社の株式数
　1,680株

生年月日
　1962年12月6日生
所有する当社の株式数
　6,300株
在任年数
　4年
取締役会への出席状況
　12/12回（100%）

略歴及び地位
1981年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2014年4月
　当社執行役員情報通信部長
2015年4月
　当社常務執行役員総務広報部長
2016年4月
　当社常務執行役員
2016年6月
　当社取締役 常務執行役員
2019年4月
　当社代表取締役社長
　社長執行役員
2024年4月
　当社代表取締役会長（現任）

略歴及び地位
1987年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2013年1月
　株式会社西商代表取締役社長
2018年4月
　当社理事
　株式会社西商代表取締役社長
2019年4月
　当社理事営業本部法人リビング開発部長
2021年4月
　西部瓦斯株式会社 
　執行役員営業本部営業計画部長
2022年4月
　同社常務執行役員 営業本部営業計画部長
2023年4月
　同社取締役 常務執行役員営業本部副本部長
2024年4月
　同社取締役 常務執行役員営業本部長
2025年4月
　当社副社長執行役員
2025年6月
　当社代表取締役 副社長執行役員（現任）

略歴及び地位
1987年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2014年4月
　当社総合企画室経営企画室部長
2017年7月
　当社営業計画部部長
2018年4月
　当社営業本部営業計画部部長
2019年4月
　当社理事秘書部長
2022年4月
　当社執行役員広報部長
2023年4月
　西部瓦斯株式会社監査役
2023年6月
　当社取締役 監査等委員（常勤）
2025年6月
　当社取締役 常務執行役員（現任）

略歴及び地位
1988年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2022年4月
　西部瓦斯株式会社
　執行役員経営企画部長
2023年4月
　当社常務執行役員経営戦略部長
2024年4月
　当社常務執行役員
2024年6月
　当社取締役 常務執行役員（現任）

略歴及び地位
1988年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2016年4月
　当社住宅エネルギー本部法人流通開発部長
2018年4月
　当社営業本部法人流通開発部長
2019年4月
　当社営業本部都市エネルギー開発部長
2020年4月
　当社営業本部都市リビング開発部長
2021年4月
　西部瓦斯株式会社
　理事営業本部都市リビング開発部長
2023年4月
　当社執行役員事業開発部長
2024年4月
　当社常務執行役員事業開発部長
2025年4月
　当社常務執行役員
2025年6月
　当社取締役 常務執行役員（現任）

略歴及び地位
1985年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2018年4月
　当社執行役員営業本部副本部長
2020年4月
　当社常務執行役員営業計画部長
2021年4月
　当社常務執行役員
2021年6月
　当社取締役 常務執行役員
2024年4月
　当社代表取締役社長 
　社長執行役員（現任）

代表取締役会長
道永 幸典

代表取締役 副社長執行役員
上野 俊幸

取締役 常務執行役員
御手洗 淳

取締役 常務執行役員
森田 省吾

取締役 常務執行役員
前田 慶太

代表取締役社長 社長執行役員　
加藤 卓二



役員一覧　取締役　2025年6月26日現在

エネルギー
事業 ● ●

エネルギー
以外の事業 ● ● ● ● ●

サステナビリ
ティ ● ● ●

企業経営 ● ● ● ● ● ●
法務・リスク
マネジメント ● ● ● ● ●

財務・会計 ● ● ●

人事 ● ● ●
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生年月日
　1962年7月1日生
所有する当社の株式数
　5,534株
取締役会への出席状況
　11/12回（91%）

生年月日
　1962年2月3日生
所有する当社の株式数
　0株
在任年数
　1年
取締役会への出席状況
　10／10回（100%）

生年月日
　1957年1月10日生
所有する当社の株式数
　500株
在任年数
　3年
取締役会への出席状況
　12／12回（100%）

生年月日
　1959年4月2日生
所有する当社の株式数
　500株
在任年数
　3年
取締役会への出席状況
　12／12回（100%）

生年月日
　1954年1月5日生
所有する当社の株式数
　0株
在任年数
　1年
取締役会への出席状況
　10／10回（100%）

生年月日
　1965年1月31日生
所有する当社の株式数
　1,308株

略歴及び地位
1986年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2011年4月
　当社総務広報部広報室長
2016年4月
　当社理事総務広報部長
2019年4月
　当社執行役員総務広報部長
2021年4月
　西部瓦斯長崎株式会社代表取締役社長
2023年4月
　当社常務執行役員
2023年6月
　当社取締役 常務執行役員
2025年6月
　当社取締役 監査等委員（常勤）（現任）

略歴及び地位
1985年4月
　株式会社福岡銀行入行
2012年4月
　同行総合企画部部長
2015年4月
　同行執行役員営業推進部長
2016年10月
　同行執行役員営業戦略部長兼FC推進部長
2017年4月
　同行常務執行役員
　株式会社ふくおかフィナンシャルグループ執行役員
2019年4月
　株式会社福岡銀行取締役 常務執行役員
2020年4月
　同行取締役 専務執行役員
　株式会社熊本銀行非業務執行取締役
2021年4月
　株式会社ふくおかフィナンシャルグループ取締役 執行役員
2022年4月
　同社代表取締役社長（現任）
　株式会社福岡銀行代表取締役頭取（現任）
2024年6月
　当社取締役 監査等委員（現任）

略歴及び地位
1979年4月
　西日本鉄道株式会社入社
2003年7月
　同社経理部付部長
2004年7月
　同社都市開発事業本部ビル事業部長
2006年7月
　同社流通ストア計画室長
2007年6月
　同社経理部長
2008年6月
　同社取締役 執行役員経理部長
2010年2月
　株式会社西鉄アカウンティングサービス代表取締役社長
2012年6月
　西日本鉄道株式会社取締役 常務執行役員
2013年6月
　同社取締役 常務執行役員経営企画本部長
2014年6月
　同社取締役 専務執行役員経営企画本部長
2016年6月
　同社代表取締役 副社長執行役員
2021年4月
　同社取締役 株式会社西鉄ストア取締役会長
2021年6月
　同社顧問（現任）
2022年4月
　学校法人西鉄学園理事長
2022年6月
　当社取締役 監査等委員（現任）

略歴及び地位
1981年4月
　ジャーディン・マセソンアンドカンパニー入社
1996年9月
　花村咲開業 代表
1999年7月
　有限会社ドウイット（現株式会社テノ.コーポレー 
　ション）設立代表取締役
2015年12月
　式会社テノ.ホールディングス代表取締役社長 （現任）
2016年2月
　株式会社テノ.サポー卜代表取締役（現任）
2020年12月
　オフィス・パレット株式会社代表取締役（現任）
2022年1月
　株式会社フォルテ代表取締役（現任）
2022年6月
　当社取締役 監査等委員（現任）
2022年11月
　株式会社ホームメイドクッキング代表取締役会長（現任）
2023年4月
　株式会社テノ.コーポレーション代表取締役（現任）
2024年2月
　株式会社ウイッシュ代表取締役（現任）
　株式会社子育てサポート取締役（現任）

略歴及び地位
1978年4月
　株式会社西日本相互銀行
　（現株式会社西日本シティ銀行）入行
2003年6月
　同行経営政策室長
2004年10月
　同行総合企画部統合管理室長兼秘書部長
2005年4月
　同行箱崎支店長
2006年6月
　同行執行役員秘書部長
2007年6月
　同行取締役
2010年6月
　同行常務取締役
2011年6月
　同行取締役 常務執行役員
2012年6月
　同行取締役 専務執行役員
2016年6月
　同行代表取締役副頭取
2016年10月
　株式会社西日本フィナンシャルホールディングス
　取締役 執行役員
2023年6月
　九州総合信用株式会社代表取締役社長（現任）　
2024年6月
　当社取締役 監査等委員（現任）

略歴及び地位
1987年4月
　当社（旧西部瓦斯株式会社）入社
2014年4月
　当社新基盤企画部部長
2015年4月
　当社電力事業企画部設備企画室長
2017年4月
　当社電力事業企画部部長
2018年7月
　当社電力事業企画部長
2020年4月
　当社理事電力事業企画部長
2021年4月
　西部瓦斯株式会社理事
　電力事業企画部長
2022年4月
　同社執行役員電力事業企画部長
2023年4月
　同社執行役員供給本部設備技術部長
2025年4月
　同社監査役
2025年6月
　当社取締役 監査等委員（常勤）（現任）

取締役 監査等委員（常勤）　　
沼野 良成

取締役 監査等委員（社外）
部谷 由二

取締役 監査等委員（常勤）
有吉 雅英

取締役 監査等委員（社外）
五島 久

取締役 監査等委員（社外）
池内 比呂子

取締役 監査等委員（社外）
髙田 聖大


